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資料１ 

河川研究部の運営方針 

 
１．使命 
①河川研究部は、河川・海岸に関する下記１）２）の技術を探究し、現在～将来にわたって国

土保全がなされ、国民が良好な河川・海岸環境を享受でき、さらに水害等による生命、財産、

暮らし、経済活動への影響が最小化されることにより、社会の安全・安心の持続を目指す。 

１）河川や海岸という場、またこれらの場を通過するとともに、これらを形成する自然の要

素である水循環系や流砂系を良好な状態に維持する技術。 

２）洪水や渇水、高潮・高波、津波などの極端な自然現象による水災害や、海岸侵食などに

よる国土の損失を最小化する技術。 

 

②そのため、河川や海岸に関わる自然現象の監視・状態予測に関する技術、河川・海岸の整備

及び維持管理のための技術、とりわけ重要な役割を果たすダムや堤防などの施設の設計・維

持管理に関わる技術、水害の抑制に関わる技術や流域総合水管理の展開を支える技術につ

いて、調査研究を実施あるいは統括・調整する。その成果に基づき技術政策の提案や技術支

援、技術基準の策定支援を行うとともにその普及・定着に努める。 

 

２．国土・社会の動向と将来展望 
２．１ 国土・社会の動向 

○気候変動影響の顕在化 

・大規模な洪水等の水災害が頻発し、次々と新たな課題が浮き彫りに 

○少子高齢化の進行 

・人口減少と高齢化率の上昇による災害時の脆弱性の増加 

・水防団の減少や高齢化による地域防災力の低下 

○河川管理施設等の予防保全、機能強化の必要性 

・河川管理施設等（河道、砂浜等の自然公物、堤防、ダム等の人工公物）の予防保全によ

る機能の継続的確保や超過外力まで考慮した機能強化の社会的要求 

○技術革新 

・気象・気候予測技術の高度化 

・DX技術（特にAI）の急速な進展 

 

２．２ 国土交通省の施策動向 

○流域治水の加速化・深化 

国土強靭化実施中期計画及び成長戦略における防災・減災の要請を踏まえ、気候変動

による水災害の激甚化・頻発化に対応するため、既存施設の徹底活用を図りつつ、河川

整備基本方針や河川整備計画等の見直しや河川、ダム、砂防、海岸、水道、下水道の整

備等を推進するとともに、災害リスクを踏まえたまちづくり・住まい方の工夫等の被害

軽減対策に取り組むことにより、流域治水の加速化・深化を図る。 

○流域総合水管理への展開 

治水に加え利水・環境も流域全体であらゆる関係者と協働して取り組むとともに、治

水・利水・環境間の「相乗効果の発現」「利益相反の調整」を図るなど、流域治水・水利

用・流域環境の一体的な取組を進めることで「水災害による被害の最小化」「水の恵み

の最大化」「水でつながる豊かな環境の最大化（ネイチャーポジティブ）」を実現させる

「流域総合水管理」を推進する。 
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２．３ ５～１０年の中期にわたる技術政策の研究開発 

国土交通省が目指す流域治水の加速化・深化、流域総合水管理への展開を支えるため、

社会実装の優先度が高い以下の技術政策（令和8年 2月現在）について、本省、国総研、

土研等の関係機関の連携のもと、研究マネジメントを強化して計画的に実施していくこ

ととしている。 

①治水と環境が一体となった河道設計手法の構築 

②土砂動態の把握による土砂移動の予測精度向上及び土砂管理対策技術の向上 

③気候変動影響の基本方針等への反映の次の展開の明確化 

④流域治水で実施する対策の選択による内外水の浸水リスクの変化の見える化 

⑤浸水状況把握による避難行動の実効性向上手法の開発 

⑥気候変動に伴う外力増加を考慮したダムのあり方 

⑦土砂・洪水氾濫リスク評価手法の開発・計画策定手法の高度化 

⑧流量・土砂輸送のダイナミズムを考慮した河川管理手法の開発 

⑨治水事業の便益算定手法の高度化 

⑩流量観測の無人化・リアルタイム化の研究開発 

 

３．令和８年度に特に重視する研究・活動の実施方針 
○国土交通政策の企画・立案、普及を支える研究開発（以下は代表例） 

・【河川研究室】遊水地越流堤の設計手法標準化・高度化に関する研究 

・【海岸研究室】高潮・高波の浸水危険度の予測高度化に関する検討 

・【水循環研究室】気候変動影響を踏まえた流域総合水管理の取組推進 

・【大規模河川構造物研究室】気候変動に伴う外力増加を考慮したダムのあり方 

・【水害研究室】中山間地河川の家屋流失リスク“低減策”検討技術の獲得 

 

○災害対応への高度な技術的支援と対策技術の高度化 

・水害・地震対応（発災初動～復旧復興に至る各段階における行政判断への技術支援と研究内

容へのフィードバック） 

 

○地方整備局等の現場技術力の向上支援 

・地方整備局等と連携した各種検討会、日々の技術相談等を通じて現場技術力の向上を支援 

 

○政策形成の技術的基盤となるデータの収集・分析・管理、社会への還元 

・各研究室による重要データの活用・提供 

・流域データプラットフォームの整備に貢献 

 

研究活動を進めるにあたっては、所内各部・センターとの連携を基軸に、以下にも努める。 

○外部機関との連携（土研その他研究機関、大学、民間等との共同研究等） 

○研究成果の普及（論文投稿（国内外）、広報等） 

○国内最大級の水理模型実験の推進、そのため必要な施設更新や増強 

○研究開発プログラムマネジメントの試行（SIP、SBIR、DARPA等の考え方を参考に） 

○河川研究部 CX の推進（人材育成の取組強化、職場環境改善、DX による省力化・効率化等） 

 

以上 


